2008年度春学期末試験　国際動産取引法(高橋宏司担当)
第一問

SはBとの間で、Sが売主となり、船積期限を2008年8月31日とし、代金の支払は信用状によるとするCIF売買契約を締結した。同契約の約定に基づき、BはI銀行に信用状の開設を依頼し、Iは、これを承諾して、船積期限について2008年8月31日とする信用状を発行し、自ら選定したA銀行を通じて、Sに信用状開設を通知した。その後、2008年8月8日、Sは、Bと売買契約を再交渉して、追加の船積を原契約の船積と同時に実施すること、および、それに合わせて金額を増額するなど本件信用状の条件を変更することを合意した。そこで、2008年8月9日、BはIに対し、上記条件変更をSに適時に通知することを依頼し、Iはこれを承諾した。Iは、2008年8月10日に、Aに対し、上記条件変更をSに直ちに通知するよう依頼し、Aはこれを承諾した。ところが、Aは、行内の処理ミスにより、2008年9月5日まで通知をしなかった。Sは、2008年8月31日までに信用状の条件変更を確認することができなかったため、船積みをしなかった。日本法と信用状統一規則(UCP600)が適用されるとの前提で、S、B、I、Aの間の法律関係を説明せよ。(50点)
第二問

国際海上物品運送法とモントリオール条約(国際航空運送についてのある規則の統一に関する条約)を以下の点について、比較せよ。

(1)適用における国際私法との関係 (20点)
(2)貨物に関する運送人の責任原則(但し、損害賠償額の算定と責任制限の点を除く) (30点)
